
 

 
 

 

 

 

 

第４回公正取引委員会契約監視委員会議事概要 

 

 

１ 日時  平成２１年１０月２９日（木）１４：００～１６：００ 

 

２ 場所  中央合同庁舎第６号館Ｂ棟１１階 公正取引委員会官房第１会議室 

 

３ 出席者 

 （委員）小西委員長，田中委員，田辺委員  

 

４ 議事概要 

（１）審議対象 

   平成２１年４月１日から平成２１年８月３１日の間に締結した契約 

（２）審議内容 

   各委員が抽出した契約物件について審議が行われたところ，審議内容は別紙のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 別紙 

１ 

 

 

抽出物件の審議内容について 

意見・質問 説明・回答 

１ 公正取引委員会ＬＡＮシステム運用支援業務一式について（一般競争入札） 

・ 当該ＬＡＮシステムを構築したのは本件

運用支援業務を落札した富士通なのか。 

 

・ そのとおりである。 

・ 入札参加者が１社であったことについ

て，発注者として思い当たることはある

か。 

・ 仕様書を作成する際には，ＣＩＯ補佐官のチ

ェックを受け，入札参加に支障がないよう努め

ている。仕様書の求めがあったのは５社であっ

たが入札参加したのは１社のみであった。 

入札参加が１社にとどまったことについて

は，総務省が管理しているｅ－Ｇｏｖと連携し

ている電子申請系システムが関係している可能

性があると考えている。このシステムは，主に

各省庁の電子申請システムの構築経験がある特

定企業しか取り扱っていないことから，それ以

外の企業の入札参加が困難であったのではない

か。また，システム障害が起きた際，システム

を理解していないと復旧させるのは難しいとい

うことも関係していると考える。 

 

・ 来年度も同様の入札を行う予定なのか。

もし，今年度と同様の入札を行うと，また

同じ結果になるのではないか。 

・ 来年度は，本年度の調達内容から，1社入札

となった原因と思われる電子申請系システム

の運用支援を除いた上で，調達を行うことを

考えている。電子申請系システムを除けば，

それ以外のシステム，例えばグループウェア

については広く市販されている製品を使用し

ていることから，運用支援サービスを行って

いる企業であれば広く入札に参加できると考

えられる。 



 

２ 

２ 一般懸賞規制及び総付景品規制に関する調査研究について（総合評価落札方式） 

・ 一般懸賞規制及び総付景品規制に関する 

調査研究の入札では総合評価落札方式が採 

用されたということだが，当該入札方式は 

どのような調達に用いる方法なのか。 

・ 総合評価落札方式は，価格以外の要素と価

格とを総合的に評価して落札者を決定する方

式である。 

  この総合評価落札方式は，当初は公共工事の

入札において，低価格入札による公共工事の品

質低下に対応するために行われていた。昨今

は，これまで随意契約により契約が締結されて

いた研究開発，調査研究，広報業務等の技術的

要素等の評価を行うことが重要であるものにつ

いても適用されてきている。 

  例えば，公用車の購入については，温室効果

ガス排出削減に配慮するという観点から各省庁

とも総合評価落札方式を導入している。当委員

会においては，第３回の契約監視委員会で抽出

案件になった平成２０年度の公用車の購入の際

に総合評価落札方式を初めて採用した。 

 

・ 総合評価落札方式による場合は，総合評

価点のみで落札者を決めるのか。 

 

・ 総合評価点のみで落札者を決める。 

・ 総合評価落札方式となっているが，どの

ような形式で評価したのか。 

・ 入札価格に対する得点（以下「価格点」とい

う。）企画提案書等の得点（以下「技術点」とい

う。）を算出し，この両方の点数を足して最高点

の者を落札者とした。 

 

・ 総合評価の際にどのように点数を配分す

るのか。 

・ 総合点を１５０点とし，５０点を価格点に，

１００点を技術点に配分している。 

 

・ 本件の評価者は誰で，評価項目は何だっ

たのか。 

・ 本件の評価者は，担当課室の職員である。 

評価項目は，仕様書に添付してある総合評価

基準書のとおりである。 

 

・ 技術点の総合評価基準書の必須項目と任

意項目の配点はどのようになっているの

か。 

・ 技術点の必須項目は基礎点として４０点，任

意項目は加点要素として６０点という配点であ

る。 

・ それ以外に何か点数を加味したものはな

いのか。 

 

・ どの業者も必ず提案しなければならない必須

項目を基礎点とし，提案するかどうかは業者の

任意性に任せる任意項目を加点要素としている

以外，点数は加味していない。 



 

３ 

・ 競合他社は価格で落ちたのか，提案内容

で落ちたのか。 

 

・ 本件は，３社が入札に参加し，Ａ社は落札者

よりも入札金額が安かったが，技術点で点数が

低かった。Ｂ社は，予定価格を超えた入札金額

であったことから落札者とはならなかった。 

 

・ 総合評価落札方式は良い方法だと思う。

プレゼンテーションも行ったとのことだ

が，プレゼンテーションを行うとプレゼン

テーションのテクニックが評価に反映さ

れ，プレゼンテーション能力が高い会社の

印象が良くなり，実際に必要な能力を十分

に吟味できなくなるおそれがある。「質」

を判断するためには，レピュテーション，

つまり，過去に類似した内容の業務を行っ

たことがあるかとか，客観的に評価が分か

る項目を評価基準書に入れることが有効で

ある。 

 

・ 次回，総合評価落札方式を行う際に考慮した

い。 

３ 表示に関する公正競争規約の試買表示検査会に係る事務一式の委託（一般競争入札） 

・ 入札参加者が１社であったことについて

発注者として何か思い当たることはある

か。 

・ 表示に関する公正競争規約について，認知度

が低いため，本件事務を行うに当たり必要とな

る景品表示法及び各公正競争規約について一定

の知識を有する「調査指導員」の設置につい

て，人選が難しかったのではないかといった理

由が考えられる。 

 公正取引委員会としても，入札参加に当たっ

て多くの業者が参加できるように検討は行った

が，業務を遂行する上で調査指導員の存在が不

可欠であると判断し，このような仕様書になっ

た。 

 

・ 参加会社を増やすために，調査指導員だ

け非常勤として外部から雇えるようにした

り，半日だけ指導員を設置するなどの工夫

が考えられる。 

 

・ 景品表示法の消費者庁への移管に伴い，次年

度以降の発注はなくなるが，他案件への参考と

したい。 
 

４ 給与等事務処理システム運用支援業務について（随意契約）  

・ 業者からのヒアリング等を基に積算を行い，

金額が妥当かどうかの検証を行っている。 

 ・ 契約金額の積算方法と検証の方法はどの

ように行ったのか。 

   

 



 

４ 
 

・ 本システムを他省庁と共同で使用してい

るようだが，経費の分担はどのようにして

いるのか。 

 

・ 金額を均等に折半している。  

 

・ 他省庁と共同で一つの会社と契約するメ

リットはあるのか。 

・ 単独で契約するよりも，２機関で契約するほ

うが割安になる。また，相互チェックもでき

る。 

この給与等事務処理システムは，当初，４機

関の共同利用で事務合理化を図っていたが，省

庁再編等により，平成１３年１月以降から２機

関で，運用維持を行ってきたものである。 

なお，給与等事務処理システムは，平成２３

年４月から全府省庁共通のシステムが稼働予定

である。 

 

・ 不具合などのトラブルが生じなければこ

の金額は高いのではないか。 

過去に何回程度トラブルがあったのか。 

・ トラブルやエラーへの対応が主ではなく，改

善対応が主であり，具体的には毎年なされる公

務員給与の変更等に伴うプログラム修正に対応

している。また，共同運営２機関と受注業者で

ある富士通の３者で毎月月例会議を開催し，シ

ステムの不具合や改善の要望等の話合いを行

い，その都度解決している。 

 

・ プログラム修正等の改善料金と考えれ

ば，この契約金額は適切なものだと思う。 

 


